
座間市における居住支援の取組
（生活困窮者自立支援制度を起点として）

座間市 福祉部参事 林 星一

座間市マスコットキャラクター「ざまりん」
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座間市実施状況

神奈川県 座間市
【人口】 130,753人

【世帯数】 59,885世帯

（令和４年４月1日現在）

【面積】 17.57㎢（４キロ四方）

福祉部 生活援護課

生活困窮者自立支援事業
（生活困窮者自立支援法に基づく）

自立相談支援事業
（相談支援・就労支援・住居確保給付金の給付）

無料職業紹介事業
生活困窮者自立支援制度助言弁護士

PSWによるアウトリーチ支援
フードバンクへの相談補助員配置

家計改善支援事業

就労準備支援事業

子どもの学習・生活支援事業
子ども健全育成支援員の配置

「居場所・学習支援の場づくり（地域づくり）」

黒字：必須事業 赤字：任意事業

年齢・属性を問わず
幅広く相談を受け止める。

⇒「断らない相談支援」

一時生活支援事業/地域居住支援事業

【相談支援状況】

（令和２年度）新規相談受付 1300件

⇒月平均 83.3件（人口10万人当たり）

※（参考）全国平均 51.4件（令和2年度）

16.2件（令和元年度）

令和３年度新規相談受付

（４月～3月）７８４件
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ひきこもりサポート事業（居場所）(R3.6~）



居住支援

地域と行政が一体となった「断らない相談支援」 コロナ禍・地域ぐるみの
フードドライブ活動（地域づくり）

庁内連携による相談のキャッチアップ
（つなぐシート/相談チャート）

座間市の取り組み

（注）コロナ前です
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「断らない相談支援」が包括的な支援体制をかたちづくる

生活困窮者自立支援事業

自立相談支援事業（H27.4～）
（相談支援・就労支援・住居確保給付金の給付）

家計改善支援事業（H28.7～）
被保護者家計改善支援事業（令和2年～）

就労準備支援事業（Ｈ29.10～）
被保護者就労準備支援事業（令和4年～）

子どもの学習・生活支援事業
（相談員配置H27.4~/居場所づくりＨ30.7~）

無料職業紹介事業（H27.11～）

「自立相談支援事業」
・経済的困窮 ・病気
・メンタルヘルス ・家族関係

「無料職業紹介事業」
・就職活動困難

「家計改善支援」
・家計管理の問題
・債務

「就労準備支援事業」
・ 社会的孤立 ・障害（疑い）

「一時生活支援事業/地域居住支援事業」
・住まい不安定

相談者の抱えている課題、
支援の実態の顕在化

→「事業化」へ

一時生活支援事業
地域居住支援事業(R2.4~)

（居住支援推進事業R1.7~R2.3)

ひきこもりサポート事業（居場所）
(R3.6~）

自立相談支援事業（アウトリーチ支援）R2.8~

庁内連携等による自立相談支援事業の利用勧奨

複合的な課題を抱えている相談者像の顕在化
初回アセスメント115件中 446個の課題（H30年度）

→1人当たり 3.88個
・経済的困窮 70 ・病気 48

・家計管理の問題 39 ・就職活動困難 32

・メンタルヘルス 31 ・家族関係 28

・社会的孤立 26   ・債務 26

・障害（疑い） 23 ・住まい不安定 20

「断らない相談支援」
自立相談支援事業
で受け止める

行政・制度だけでは
対応できない課題に直面

力を貸して下さい！

個別支援を通じて中間的就労
食料支援・居住支援など、
行政・制度だけでは対応できない課題の
解決のために地域の方々に協力を求めた。
→「支援の実態づくり」につながった。
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①庁内連携の取り組み：包括的支援体制構築WG

• 包括的支援体制構築研修「みんなが相談員～マルっとざま」
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「つなぐシート」
東京都足立区の取り組みを参考に
H30.9月より試行を経て実施。
相談者が多様な問題を抱えている場合一つの窓
口での解決はなかなかできず複数窓口の案内が
必要な場合もあるため、複数窓口間における連携
をスムーズにするためにシートを作成。

複数窓口間における連携をスムーズにするため
のシート。
※座間市自殺対策計画に基本施策として記載
※生活困窮者自立支援法第8条（利用勧奨）

6①庁内連携の取り組み：「つなぐシート」



①「庁内連携」の取り組み：職員向け研修

R2年度はコロナ禍のため、オンライン研修を実施（全職員対象）
※庁内システムのアンケート機能を活用して実施。
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「相談チャート」（R２年度）職員の気づきを促すチャート
職場・全職員で共有し、カウンターの内側やデスクなどに

①庁内連携の取り組み：包括的支援体制構築WG



「相談ロゴ」（R２年度）
印刷物に「ちょい出し」できる
相談ロゴを作成

①庁内連携の取り組み：包括的支援体制構築WG 9

国保年金課 国保税納期内納付 チラシ



「相談ロゴ」（R２年度）印刷物に「ちょい出し」できる相談ロゴを作成

福祉長寿課 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金（令和3年度） 封筒

①庁内連携の取り組み：包括的支援体制構築WG 10



①「庁内連携」の取り組み：広報等

広報紙（市政戦略課）
庁内掲示（広聴人権課）
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庁内連携の取り組み：自殺対策との連携

自殺対策SNS等相談事業との連携

（座間市の場合）
自殺対策主管部署と
生活困窮者自立支援制度
主管部署が連携して対応
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新規相談件数 437件

本人・家族からの相談 201件

庁内連携 106件
（内訳） 生活保護相談から 22件

その他庁内からの紹介 84件

庁外機関等からの紹介 89件

不明・その他 41件

→庁内、庁外の連携による相談が
本人自ら連絡・来所とほぼ同じ

＜相談経路内訳：H３０年度＞

庁内

生活保護担当 22件

市民税課 2件

収納課 13件

戸籍住民課 1件

広聴人権課 16件

消費生活センター 2件

商工観光課 1件

健康づくり課 10件

医療課 1件

国保年金課 13件

介護保険課 10件

障がい福祉課 8件

子ども政策課 5件

建築住宅課 1件

教育研究所 1件

合計 106件

庁外

市社会福祉協議会 32件

地域包括支援セン
ター

10件

コミュニティセンター 1件

民生委員 1件

はたらっく・ざま 3件

ユニバーサル就労 1件

ハローワーク 5件

ワンエイド 2件

病院 7件

介護施設 5件

高等学校 2件

不動産事業者 3件

弁護士など 1件

保護者など 1件

市議会議員 10件

保証会社 1件

こころの相談支援セ
ンター・ヌー

4件

合計 89件
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②「断らない相談支援」：見えてきたこと（Ⅰ）

相談支援から見えてきた
「社会的孤立」と「包括的支援の必要性」

複合的な課題を
抱えている相談者像
初回アセスメント115件中 446個の課題（H30年度）

→1人当たり 3.88個
・経済的困窮 70 ・病気 48

・家計管理の問題 39 ・就職活動困難 32

・メンタルヘルス 31 ・家族関係 28

・社会的孤立 26   ・債務 26

・障害（疑い） 23 ・住まい不安定 20

0

10

20

30

40

50

60

70

80

病
気
け
が
障
害
（手
帳
有
）

障
害
（疑
い
）

自
死
企
図

そ
の
他
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
の
…

住
ま
い
不
安
定

ホ
ー
ム
レ
ス

経
済
的
困
窮

（多
重
・過
重
）債
務

家
計
管
理
の
課
題

就
職
活
動
困
難

就
職
定
着
困
難

生
活
習
慣
の
乱
れ

社
会
的
孤
立
（
二
ー
ト
・…

家
族
関
係
・家
族
の
問
題

介
護
子
育
て

不
登
校

非
行
中
卒
・
高
校
中
退

ひ
と
り
親

D
V

・虐
待

外
国
籍

刑
余
者

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
苦
手

本
人
の
能
力
の
課
題
（
識
…

被
災
そ
の
他

不
明

14



②「断らない相談支援」：見えてきたこと（Ⅱ）

行政・制度だけでは対応できない。
（制度上に位置づけられている機関との連携だけでは対応できない。）

ex.中間的な就労に関すること、居住に関すること、一時的な食料支援等

では、どうするのか。

座間市では…

生活保護
→要保護状態に介入
→保護決定により最低生活を確保
→各種扶助により
生活基盤を安定し、自立支援

生活困窮者自立支援
→「最低限度の生活を維持することができなく
なるおそれのある」状態に介入

→生活困窮の状況・程度はさまざま
→さまざまな支援方法が求められる
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個別支援を通じた協働・連携から作られる支援体制

力を貸して下さい！

個の支援を
通じて

地域の方々と
知り合う
（ご縁）

ダメもとです。

・自己完結しない
（“自己完結できない”強み）
・支援の実態を作る
（課題を顕在化させる）
・“ご縁”をつなぎあわせ、
ネットワークを形成していく
（ステークホルダーを増やし、
共感を広げる。）

16



※支援調整会議 （定例）毎月1回、支援体制の検討・情報交換等実施

多様な主体の参画による地域と行政が一体となった取り組み

「チーム座間」

・座間市生活援護課 自立サポート担当

（自立相談支援員・就労支援員・住居確保給付金担当・子ども健全育成支援員）

・座間市社会福祉協議会

（家計改善支援事業・子どもの生活・学習支援事業・生活支援コーディネーター）

・生活クラブ生協/ＮＰＯワーカーズコレクティブ協会/さがみ生活クラブ生協

（就労準備支援事業）

・厚木公共職業安定所（ハローワーク）

・認定ＮＰＯきづき/（社福）県央福祉会ブックカフェひばりが丘（認定就労訓練事業）

※障害福祉サービス事業所

・（社福）中心会ユニバーサル就労支援事務局（社福公益事業）

・ＮＰＯワンエイド（一時生活支援事業・地域居住支援事業/フードバンク）

・神奈川県弁護士会 貧困問題対策本部（生活困窮者自立支援事業助言弁護士）

・相談オフィスわ～くすけあ（アウトリーチ支援）

＜多様な主体の参画＞
任意事業等を推進することでプレイヤーを増やし、プラットホーム化
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ある日、市内で高齢者の生活支援や住まいのサポートを実施している
「ＮＰＯ法人ワンエイド」に訪問した時のことでした。ワンエイドさんは活
動開始当初は、高齢者への生活支援を中心に活動していましたが、高
齢者の様々な生活ニーズに応じていくうちに居住に関するサポートも
はじめた団体でした。

これまでの取り組みを通じて高齢者や母子家庭等の生活困窮が見え
てきており、自分たちの団体でできることがあれば是非協力させてほし
いとのお申し出をいただきました。ちょうど、当座の生活をしのぐため
の食料の確保について苦慮している頃でしたので、思い切ってダメ元
でフードバンクに取り組んでいただけないかとお願いしたところ、ふた
つ返事で「はい、やらせてください」とのこと。それからすぐに市内での
フードバンク活動がはじまりました。ＮＰＯ法人ワンエイドさんとの連携
はここからはじまりました。
※高齢者住宅財団発行「財団ニュース150号」より

一時生活支援事業/地域居住支援事業 立ち上げ例

委託先：NPO法人ワンエイド（居住支援法人）
※全居協会員

（内閣府）

第2回孤独・孤立フォーラム
（令和3年7月1日）

「生活困窮（食と住を中心として）」
登壇

国
交
省
HP

で
も
紹
介
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「支援の実態を作る」 NPOワンエイド連携事例

・ホームレス状態になった高齢者への支援
市税滞納による差し押さえから家賃未納→ホームレス状態に
⇒市税滞納により収納課から自立相談支援事業につながる。
（差押解除の調整/アパート入居相談/食料支援/見守り）

・ネットカフェ生活者
⇒市税滞納により収納課から自立相談支援につながる。
（アパート入居相談/家計改善支援・税分納相談）

・社員寮からの退去
⇒建築住宅課（市営住宅の相談）から自立相談支援につながる。
（就労支援/アパート入居相談/引っ越し作業）

・世帯主の傷病（うつ病）による収入喪失、住宅ローンが支払えない。
⇒障がい福祉課（精神保健担当）より自立相談支援につながる。
（妻の就労支援/アパート入居相談/物件売却/家計改善支援）
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任意事業の拡充状況
生活困窮者自立支援事業

（生活困窮者自立支援法に基づく）

自立相談支援事業（H27.4～）
（相談支援・就労支援・住居確保給付金の給付）

家計改善支援事業（H28.7～）

就労準備支援事業（Ｈ29.10～）

子どもの学習・生活支援事業
（H27.4～／Ｈ30.7～）

※無料職業紹介事業（H27.11～）

黒字：必須事業 赤字：任意事業 ※法定外

「自立相談支援事業」
・経済的困窮 ・病気
・メンタルヘルス ・家族関係

「無料職業紹介事業」
・就職活動困難

「就労準備支援事業」
・ 社会的孤立 ・障害（疑い）

「家計改善支援」
・家計管理の問題
・債務

※相談者の抱えている課題の実態から
事業展開をしてきた経過がある。

複合的な課題を抱えている相談者像
初回アセスメント115件中 446個の課題

→1人当たり 3.88個
・経済的困窮 70 ・病気 48

・家計管理の問題 39 ・就職活動困難 32

・メンタルヘルス 31 ・家族関係 28

・社会的孤立 26   ・債務 26

・障害（疑い） 23 ・住まい不安定 20

「住まい不安定」（H28～H30）
新規アセスメント292件中 64件（21.9％）

⇓
課題として大きかったが未対応であった。
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2019年度（令和元年度）新規事業として予算化

居住支援推進事業（その他事業）
※プロポーザル方式により選考

⑴ 住宅困難者が安定した住まいを確保できるよう、住まいに

関する相談窓口を設置し相談に応じるとともに、希望に

沿った賃貸物件情報の収集及び紹介

⑵ 住宅困難者への定期的な見守りや生活相談等、生活支援

⑶ 不動産関係者、福祉関係者、居住支援協議会の有する

物件や、居住支援サービスの情報を収集し、不足している

ものについては担い手を開拓

⇒ NPO法人ワンエイド に委託し、

令和元年7月から開始
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（参考）一時生活支援事業とは別に居住支援事業を開始

厚労省「令和5年度予算概算要求の主要事項」より



居住支援推進事業の実施に向けて

「座間市生活困窮者自立支援地域ネットワーク研修事業」

神奈川県居住支援協議会と連携し、研修会を共催。

県居住支援協議会の持つ不動産関係者の
ネットワークと地域の福祉関係者（地域包括支援セン
ター・相談支援事業者等）をつなげ、
関係づくりを通じて地域課題の共有をはかる試み。
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ここまでを振りかえって

行政、相談支援
の立場

不動産事業者、
大家さんの立場

NPOの立場

相談者
それぞれの「立場」から
相談者に関わっている
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ここまでを振りかえって

行政、相談支援
の立場

不動産事業者、
大家さんの立場

NPOの立場

相談者
連携が支援の実態を作り、
事業実施につながった。
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ここまでを振りかえって

行政、相談支援
の立場

不動産事業者、
大家さんの立場

NPOの立場

相談者

取り組みを広げる
仕組みが必要
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「居住支援協議会伴走支援プロジェクト」（国土交通省）

庁内において居住支援に関する施策や住宅セーフティネットに関する施策について主
管部署をどの部署とするか等の調整が不十分であり、居住支援協議会設立に向けた
動きに至っていない。

居住支援には、住まいの確保等に関する支援（ハード）と住まいでの暮らしに関す
る支援（ソフト）が必要であると考えている。保証人や“身寄り”の問題など、単身高齢者の問
題を中心に課題は顕在化してきているが、基礎自治体にハードとソフト両面に関して関係者
が集い、課題を共有・解決していくためのプラットホームがなく、有効な施策が打てない状況
を問題と考えている。

（令和元年度）応募理由

住宅セーフティネットについての勉強会（2019.10.25） 県居住支援協議会研修会（2019.1.16） 住まいに関する支援の勉強会（2020.2.13）

３度の勉強会等の開催を通じて、住宅部局との課題共有を進めた。
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①研修の開催（中止）
令和２年３月２７日（金）
・市、高齢者住宅財団、神奈川県居住支援協議会による共催
→伴走支援プロジェクトの“ご縁”

住宅部局との連携による取り組みの深化（令和２年～）

②市営住宅の保証人要件廃止
・令和２年３月議会に条例改正案を上程

③一時生活支援事業/地域居住支援事業を開始（4月）
・居住支援推進事業を強化

④フードバンクに相談補助員を配置（7月）
・「新たなつながり事業」第2次補正予算事業を活用

⑤コロナ離職者の市営住宅の一時入居を開始（7月）
相談支援・居住支援との連携により早期生活再建を目指す

座間市居住支援協議会設立（令和３年６月）
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座間市居住支援協議会

＜会員＞
一般財団法人 高齢者住宅財団
公益社団法人 神奈川県宅地建物取引業協会相
模南支部
公益社団法人 かながわ住まいまちづくり協会
公益社団法人 全日本不動産協会神奈川県本部
さがみ支部
座間市
（市民協働課、広聴人権課、介護保険課、
福祉長寿課、障がい福祉課、生活援護課、
子ども政策課、子ども育成課、都市計画課、
建築住宅課）
座間市障がい児者基幹相談支援センター
社会福祉法人 座間市社会福祉協議会
社会福祉法人 足跡の会
特定非営利活動法人 神奈川県空き家サポート
協会
特定非営利活動法人 ワンエイド
ホームネット 株式会社
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属性を問わない「断らない相談」がつくるもの
（居住支援の視座から）

・個別の相談支援を通じて、 庁内・地域・社会資源がつながってくる

・相談が集まることによって、さまざまな支援の必要性が見えてくる

「個の支援を通じた支援体制づくり・地域づくり」

Ⅰ 個を支援する事で他部署や地域とつながる

Ⅱ つながりをつなげてゆく

Ⅲ つながりを「仕組み」へ

⇒ 「座間市居住支援協議会」

「包括的な居住支援」のための協働のプラットフォームへ

どんな相談も「断らない」でまずは受け止める。
職員にとっては「断れない」相談事業⇒市民と向き合う姿勢が問われる。
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（参考）
ルポルタージュ
『誰も断らない こちら神奈川県座間市生活援護課』

（篠原匡著/朝日新聞出版)令和4年6月出版



居住支援とフードバンク
～ NPOと不動産会社の連携 ～

NPO法人ワンエイド

理事長 松本篝

理事 石塚惠



NPO法人ワンエイドの成り立ち

所在地・神奈川県座間市相模が丘4-42-20 ・NPO設立平成23年1月

神奈川県まちづくり協会入居支援事業団体として神奈川県に登録。

平成29年度住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅等への入居支援 実施事業者として活動

令和元年８月 神奈川県居住支援法人の指定を受ける

令和元年 座間市より居住支援推進事業委託 令和2年 自立相談支援補助員委託

令和２年 一時生活支援事業委託

親が要介護になり、「介護保険でまかないきれない部分を安価でサポートしよう。」と不動産会社に勤めながら、高校の友人同士で

NPO法人ワンエイドを設立し、生活サポートと送迎サービスを始める。NPOとして高齢者のサービスを行う中、「引越したいけど貸し

てくれるところがない。」「役所に相談に行っても、不動産屋に行ってみてと言われ門前払いになる。」と多くの相談を受ける。 門前

払いを絶対にしない！を理念に、H24年理事が不動産業を立ち上げる。

住まいのサポートを行うと、「年金前は食べ物がない」「生活保護を受けているが食べ物の相談はできない」などの声を受け、

フードバンク事業を開始。

現在、高齢者、障碍者、児童養護施設出身者等属性を問わない住宅支援と

こども食堂や生活困窮者へ食料の支援、生活の相談業務を月に約200件以上行っている。

理事 石塚惠

理事長 松本篝



座間市との一時支援事業・地域居住支援事業

住まいの相談がしたい！

生活サポ―ト

フードバンク

見守り



絶対に門前払いしない不動産屋

障碍者→特に精神障害の人は難しい

アパートを借りにくい人って？

高齢者→一般的には65才以上は難しい

外国人→生活習慣や言葉の問題

その他にも・・
・生活保護になるための部屋を借りたい
・児童養護施設出身の未成年
・殺人や傷害事件を起こしたが、心神喪失の為不起訴
・アル中で市営住宅を追い出された
・ALSなどの病気で転居を余儀なくされる
・無料定額宿泊所から脱出

行政・NPO・家主さん・不動産
業者の協力が

絶対に必要！
何とかして

住まいを見つけたい



連携することで支援を広げる

・行政、社協、包括、地域との連携でSOSを見逃さない。

・生活保護申請中の間の食料。
・ホームレスやDV被害者、高齢者からの相談。
・年金前、こども食堂、地域サロンからの情報。
・住まいや食べ物、生活に関する相談を含め、
月に200件以上の相談が来る。

・企業様からのフードドライブ
・座間市協力によるフードドライブ、食品ロスの広報
・地域の企業、農家、個人の方からの食料の寄付
・企業様からのフードドライブ・活動資金の助成

支援が必要な人たちを、
地域で連携しサポートしていく！



かながわフードバンク様





私たちは、
絶対に

見捨てない。

近年、生活困窮者が増え、
格差・貧困が拡大しています。
より良い生活が送れるよう、
ワンエイドとプライムは、
食と住まいで支えます。


